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第９章 保健・医療・介護・福祉の総合的な取組み 

 

１ 保健・医療・介護・福祉の連携 

(1)現状と課題 

・全ての県民が住み慣れた地域で生涯にわたり安心していきいきと暮らせるよう、健康増進か

ら疾病の予防、治療、リハビリテーション、介護サービス等、保健から医療、介護、福祉に

至るサービスを切れ目なく提供できる仕組みを構築していくことが重要になっています。 

・特に、少子高齢化の進展に伴い、継続的に医療や介護が必要な高齢者が今後も増加すること

から、各制度の効率的な運用に努めるとともに、在宅医療と在宅介護、福祉の体制充実や連

携強化を推進する必要があります。 

・住民のニーズの変化に的確に対応するため、地域における保健・医療・介護・福祉等とそれ

ぞれの施策間での連携及びその体制の構築が重要になっています。 

・医療機関間の連携体制の構築には、多くの医療機関等が関係することから、保健所が積極的

に関与し、地域の医師会等との連携や協力の下、公平・公正な立場から調整機能を発揮する

ことが望まれています。 

・地方分権の推進により、住民に最も身近な市町の役割が一層重要になるとともに、県との役

割分担と連携強化も期待されています。 

・住民の価値観、ライフスタイル及びニーズは極めて多様化しており、画一的に提供されるサ

ービスから、多様なニーズ等に応じたきめ細かなサービスへ転換することが求められていま

す。 

 

(2)対策 

・地域の保健・医療・福祉の包括的なサービスが提供できるよう、行政機関と関係機関・団体

等が有機的に連携する体制の構築に努めます。 

・市町は、住民に身近な保健サービスを介護・福祉サービスと一体的に提供できる体制の整備

に努め、県は、専門的・広域的な視点に立って地域の実情に応じた支援を行います。 

・市町は、市町保健センター、地域包括支援センター等を活用し、総合的な保健・福祉の相談

に対応できる体制を強化します。 

・県及び保健所は、広域的な観点から管内の現状を踏まえた急性期、回復期及び維持期におけ

る医療機関間の連携、医療・介護・福祉サービス間の連携による地域包括ケアシステムづく

りを支援します。 

・保健所は、管轄区域内の健康課題の把握、評価、分析及び公表を行い、市町と情報の共有化

を図るとともに、市町と重層的な連携のもと、地域保健の推進と、介護・福祉等の施策の調

整について支援します。 

・県民が自分に適したサービスを選択できるよう、保健・医療・福祉の各種サービスに関する

積極的な情報提供を行います。また、関係機関による情報の共有やネットワーク化を促進し

ます。 

・県及び市町は、専門的かつ客観的な立場から福祉事業者の提供するサービスの質を第三者が

評価し、利用者やその家族が適切に選択できるよう支援します。 
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２ 健康づくりの推進 

(1)現状と課題 

・人口の急速な高齢化とともに、疾病全体に占める、がん、循環器疾患、糖尿病等の生活習慣

病の割合が増加し、また、寝たきりや認知症等、要介護状態になる人も増加しています。 

・生活習慣病は、生命に関係するだけでなく身体の機能や生活の質にも影響があるため、生活

習慣病の予防はもとより、社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上等にも取り組み、

健康寿命（健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間）を延伸すること

が重要になっています。また、あらゆる世代や地域で、健やかな暮らしが送れる良好な社会

環境を整えることにより、健康格差（地域や社会経済状況の違いによる集団間の健康状態の

差）の縮小を実現することも重要です。 

・県では、県民健康づくり計画「えひめ健康づくり 21」の最終評価を踏まえ策定する、第３次

県民健康づくり計画（計画期間：2024 年度から 2035 年度）に基づき、引き続き県民の健康

づくりに取り組んでいくこととしています。 

・医療制度改革により、生活習慣病対策にメタボリックシンドロームの概念が導入され、予防

を重視した国民運動を展開するとともに、生活習慣病予防における医療保険者の役割を明確

化することとし、平成 20年度から、医療保険者に対し、40歳～74歳の被保険者及び被扶養

者の健診（特定健康診査）及び保健指導（特定保健指導）が義務付けられましたが、健診受

診率及び保健指導率の向上が課題となっています。一方、市町においても、全ての年代を対

象に、食生活、運動、禁煙等に重点を置いた更なる啓発活動の充実が求められます。 

・また、日本健康会議において、関係者が連携・協力して職域・地域の創意工夫を活かしなが

ら、誰もが活躍できる社会の実現を目指す「健康づくりに取り組む５つの実行宣言 2025」が

発出されており、新興・再興感染症や生活習慣病に負けない地域づくり・職場づくりに資す

るよう、コミュニティの結びつきや一人ひとりの健康管理、デジタル技術の活用に力点を置

いた予防・健康づくりの推進が求められています。 

・県では、食育基本法に基づき、令和６年３月に「第４次愛媛県食育推進計画」を策定するこ

ととしています。第４次計画では、県民自らが食育推進のための活動の実践に取り組むとと

もに、生涯食育社会を目指し、様々な関係者が特性を生かしながら、多様に連携・協働する

ことにより、目標達成に向けた施策を総合的かつ計画的に推進することとしています。 

・がん対策については、がん対策基本法に基づき、平成 20 年３月に第１期「愛媛県がん対策

推進計画」、平成 25年３月に第２期計画、平成 30年３月に第３期計画を策定し、総合的なが

ん対策を推進してきました。今後は、令和５年３月に決定された国のがん対策推進基本計画

を受け、令和６年３月に策定する第４期県計画に基づき、引き続き、がんの予防、早期発見

等の対策を推進することとしています。（「愛媛県がん対策推進計画（第８次愛媛県地域保健

医療計画別冊）」参照） 

・県では、「愛媛県歯と口腔の健康づくり推進条例」に基づき、令和６年３月に「第３次愛媛

県歯科口腔保健推進計画」を策定することとしています。第３次計画では、生涯を通じて楽

しい食生活や健康な日常生活を送ることができるよう、ライフステージ等に応じた切れ目の

ない歯と口腔の健康づくりの推進を図るほか、災害時における歯科口腔保健対策等にも努め

ることとしています。 
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(2)対策 

・県民の健康寿命の延伸と健康格差の縮小を図るため、家庭、地域、学校、企業が一体となっ

て健康づくりに取り組みます。県、市町、関係機関・団体は、県民が世代ごとに主体的に取

り組めるように各種事業を効果的に推進します。 

・保健所は市町保健センターと連携し、県民の健康づくりの拠点として、健康に関する情報を

収集・蓄積・分析・提供し、県、市町、関係機関・団体が分担して実施する健康づくり対策

の企画等に活用します。 

・県民の健康の増進に関する基本的な方向に基づき、県民健康づくり運動の実践に向けた目標

を設定し、その目標を達成するために、各種取組みを示しており、これらをもとに対策を展

開します。 

・県民健康づくり運動推進会議において、県民総ぐるみの健康づくり運動を展開します。 

・県は、医療保険者に義務付けられた健診（特定健康診査）及び保健指導（特定保健指導）の

実施率の向上を目指し、県・市町・医療保険者等が連携して、実施状況の把握分析等により、

地域の健康課題の把握を行い、地域の状況に応じた取組みを進めます。 

・がん予防対策として、市町は、国の指針に基づく検診の実施と住民に対する受診勧奨に努め

ます。県は、検診精度の管理を行うとともに、総合的な啓発活動の企画実施に取り組みます。 

・糖尿病等の対策としては食生活の改善や運動習慣の定着等による一次予防だけでなく、重症

化予防や、合併症による臓器障がいの予防等にも重点を置いた対策を推進します。 

    また、平成 31年３月に、県・県医師会・県糖尿病対策推進会議・県保険者協議会の四者で改

定した「愛媛県糖尿病性腎症重症化予防プログラム（国保・後期高齢者版）」の枠組みに沿っ

た医療保険者と医療機関が連携した保健指導等の取組みを推進します。 

・食育については、愛顔のＥ－ＩＹＯ（えいよう）プロジェクトをはじめ、「愛媛県食育推進

計画」の普及に取り組むとともに、教育関係者、農林水産関係者、食品関連事業者等と連携

し、食育の推進に取り組みます。 

・歯科口腔保健については、「第３次愛媛県歯科口腔保健推進計画」を普及するとともに、県  

民自身が積極的に歯と口腔の健康づくりに取り組めるように、保健医療、教育及び社会福祉

関係者、事業者、保険者等の県民を支援する各種団体関係者と互いに連携、協力し、歯と口

腔の健康づくりを推進していきます。  

 

３ 母子保健福祉対策 

(1)現状と課題 

・市町では、母子保健法に基づき、妊産婦健康診査や１歳６か月児健康診査、３歳児健康診査

等の基本的な母子保健事業を実施しており、平成 25年度からは未熟児の養育医療給付や訪問

指導も実施しています。 

・市町では、令和６年４月施行の改正児童福祉法により全ての妊産婦や子育て世帯、子どもへ

一体的に相談支援を行う「こども家庭センター」を設置し、妊娠届から妊産婦支援、子育て

や子どもに関する相談を受けて支援につなぐためのマネジメント等を担うことで、更なる支

援の充実・強化に努めることとされました。 

・県及び県の保健所では、新生児先天性代謝異常等の検査や不妊治療等に関する相談等、専門

的、技術的、広域的な母子保健事業を行っており、市町や医療機関と連携して、一体的な母
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子保健事業の実施に努めています。 

・母子保健は、少子化対策の主要な施策の１つであり、妊娠・出産に関する快適さの確保、育

児不安の軽減、乳幼児の事故予防、児童虐待の予防、効果的な療育体制の整備、思春期の心

の健康と性の問題等への取組みを進め、安心して妊娠・出産・育児ができる環境づくりを行

うことが課題となっています。 

・県では、総合的な子育てに関する計画として、次世代育成支援対策推進法等に基づき、令和

２年３月に「第２期えひめ・未来・子育てプラン（後期計画）」を策定しています。前期計画

を踏まえ、引き続き結婚から子育てへの切れ目ない支援を総合的に推進するとともに、特に、

近年、深刻化・複雑化する児童虐待や子どもの貧困問題など、子どもや子育てをめぐる様々

な課題に対応し、一層、子どもの幸福に焦点をあてた各種施策を展開しています。 

・周産期医療体制については、国の指針に基づき、平成 23 年３月に「愛媛県周産期医療体制

整備計画」を策定し、平成 29年には地域保健医療計画との一本化により、他事業との連携強

化を図りながら体制整備に取り組んできました。これにより、新生児死亡率や乳児死亡率は

ほぼ全国平均を下回る状態が続いています。 

・小児慢性特定疾患や障がいのある子どもに対する、医療と保健が連携した生活支援等の取組

みを拡充する必要があります。 

・県では、平成 19 年４月に地域療育の拠点施設として、子ども療育センターを開設し、肢体

不自由児や重症心身障がい児の受入れを図るとともに、発達障がい者支援センターや医療的

ケア児支援センターを設置し、発達障がい児（者）や医療的ケア児に対する支援等に取り組

んでいます。 

 

〈子ども療育センターの概要〉 

 診療科目：整形外科、リハビリテーション科、小児科、小児精神科、歯科 

 入所部門：医療型障がい児入所施設（肢体不自由児・重症心身障がい児）、一般病床 

 在宅部門：児童発達支援事業、放課後等デイサービス、短期入所、発達障がい者支

援センター、障がい児（者）療育支援事業、相談、啓発活動 

※センター内に、医療的ケア児支援センターを併設 

 

(2)対策 

・市町は、基本的な母子保健事業である妊産婦健康診査や１歳６か月児健康診査、３歳児健康

診査事業等の充実強化に努めるとともに、母子保健事業を通じて保健師等が支援の必要な家

庭を把握した場合は、こども家庭センターにおいて児童福祉と母子保健の一体的な支援が行

われる体制構築を図ります。 

・保健所は市町や医療機関と連携し、専門的、技術的、広域的な母子保健事業の充実強化に努

めます。 

・市町は、地域子ども・子育て支援事業の種類・量・質の充実を図るとともに、妊産婦や子育

て世帯が気軽に相談できる地域子育て相談機関を整備するなど、孤立せず、安心して妊娠・

出産・育児ができる環境づくりに努めます。 

・予期せぬ妊娠等を背景とした０歳児の虐待死亡事例を防止するため、妊娠期から出産後まで

で切れ目のない支援体制の整備に努めるとともに、パーマネンシー保障（永続的解決）とし
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ての特別養子縁組制度の周知・啓発に取り組みます。 

・子育ての負担感を緩和し安心して子育てのできる環境を整備するため、乳幼児医療費の負担

軽減に努めます。 

・引き続き周産期医療体制の整備に努めます。（「第４章２(10)周産期医療」参照） 

・思春期の保健対策の強化と健康教育を推進するため、学校や子ども療育センターと連携して

思春期の心の健康と性の問題等への取組みを強化します。 

・思春期患者の心のケアを行うため、子ども療育センターに県内初の児童・思春期病棟を整備

します。 

・医療的ケア児支援センターにおいて、医療的ケア児及びその家族への相談支援体制の充実強

化等に取り組むとともに、地域療育の拠点施設である子ども療育センターや福祉、保健、医

療、教育等の関係機関と連携した総合的なサービス提供に努めます。 

・発達障がい者支援センターにおいて、引き続き、相談活動を通じて必要な助言や情報提供を

行うとともに、関係機関に対する普及啓発や研修会を実施し、発達障がい児（者）が身近な

地域で生涯を通じて一貫した支援を受けることができる支援体制の充実を図ります。 

 

４ 高齢者保健福祉対策 

(1)現状と課題 

・本県の高齢者人口（65 歳以上）は、令和７年にピーク（44 万３千人）を迎え、その後減少

に転じる見込みである一方、後期高齢者人口（75歳以上）は、令和 12年頃にピーク（27万

３千人）を迎え、令和２年と比較して、約 20％（４万６千人）増加すると推計されています。 

・本県の高齢世帯（世帯主の年齢が 65 歳以上である一般世帯）数は、令和７年にピーク（26

万世帯）を迎え、その後減少に転じますが、その割合は、令和 22 年には 49％となり全世帯

の約半数を占めると推計されています。 

 一方で、高齢単身世帯は増加を続け、令和 22年には 10万６千世帯となり、高齢夫婦のみ世

帯と併せると、全世帯数の約 36％に達する見込みです。 

・要介護（支援）認定者数は、令和４年度末現在で９万３千人となっており、介護保険制度の

運用が開始された平成 12年度の４万１千人から、2.3倍に増加しています。 

 要介護度別に見ると、近年では、要介護度５の重度者が減少傾向にありますが、その他の区

分（要介護４～要支援１）については横ばい傾向です。 

 将来の推計を見ると、今後も要介護（支援）認定者数は増加し続け、令和 22 年度には約 10

万７千人と、令和４年度の 15％増となる見込みです。 

・サービス受給者数（延べ人数）は、令和４年度で 100万６千人であり、介護保険制度の運用

が開始された平成 12年度（32万１千人）の約３倍となっています。 

・また、給付費（介護サービス費用から利用者負担分を除く８～９割相当分）は、令和４年度

には 1,346億円となっており、平成 12年度（524億円）の約 2.6倍に達しています。 

 今後も要介護認定者の増加に伴い給付費は増加し続け、令和 22 年度には 1,629 億円と令和

４年度の 21％増となる見込みです。 

・こうした高齢者を取り巻く状況や介護保険制度の実施状況などを踏まえ、今後の本県におけ

る課題を「健康づくり・生きがいづくりの推進」、「高齢者が安心、安全に暮らすことができ

る環境の整備」、「介護サービス基盤の計画的な整備」、「介護を担う人材の確保及び介護現場
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の生産性の向上」とし、これらの課題に対応するため、令和６年３月に「愛媛県高齢者保健

福祉計画・介護保険事業支援計画（第９期計画）」を策定します。 

(2)対策 

・健康寿命の延伸に向け、健康づくりに取り組むとともに、高齢者が、仕事や社会活動等を通

じて生きがいを実感し、引き続き地域を支える貴重なマンパワーとして活躍できるための

様々な環境づくりに努めます。 

・今後、地域共生社会の実現を念頭に置きつつ、高齢者が尊厳を保ちながら、住み慣れた地域

で、各自の能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、各市町による自立支援

や介護予防、重度化防止等に向けた取組みを支援します。 

・高齢者の住まいや施設の整備・充実を図るとともに、交通事故や犯罪による被害等の防止に

努めます。また、近年多発する自然災害から高齢者等の命を守り、安全を確保するため、災

害時の効果的な「援護」に取り組むほか、成年後見制度の利用促進や虐待防止等、高齢者の

権利擁護の取組みを推進します。 

・市町が地域の実情を踏まえて取り組む居宅・施設サービスの整備・充実化を支援するととも

に、各種施策を通じた介護人材の安定的な確保と育成に努めるほか、介護サービス情報の公

表や外部評価、指導・監督、要介護認定やケアマネジメント等に関する介護給付の適正化を

図ります。 

 

５ 障がい者保健福祉対策 

(1)現状と課題 

・人生を豊かで生き生きと生活するためには、障がいの発生予防や早期療育、適切な医療、障

がい福祉サービス等、障がい者のライフステージに応じた保健・医療・福祉施策の充実が重

要な課題であり、「第５次愛媛県障がい者計画（令和２～５年度）」に基づき取組みを行って

きたところです。 

・健康相談や健康教育等健康づくりの充実のため、子どもが健やかに生まれ、育つための環境

づくりができるよう、妊産婦等を対象とした健康診査や乳幼児健康診査を実施するとともに、

母子保健、学校保健、職域保健等の相互の連携に努めています。 

・早期教育・早期療育の充実を図るため、在宅の重症心身障がい児（者）、知的障がい児（者）

及び身体障がい児が身近な地域で療育指導等が受けられるよう、障がい児（者）療育支援事

業等を実施しています。また、子ども療育センターを設置し、肢体不自由児や重症心身障が

い児に対する地域療育の拠点として運営するとともに、同センター内に発達障がい者支援セ

ンターを設置し、発達障がい児（者）の福祉向上を図る支援拠点として運営を行っていると

ころです。 

・県内の身体障がい者数は減少傾向にありますが、障がいの種類では内部障がいの比率が増加

しており、その原因として、高齢化の進展による影響が考えられるため高齢化に伴う障がい

発生防止を図る必要があります。 

・障がいの軽減を図るとともに、継続的な医療の提供が必要な障がい者等に対する医療の確保

等を図るため、適切な治療、リハビリテーション、保健・医療サービスの提供体制の整備を

図る必要があります。 

・精神障がい者が退院した後は、地域において社会生活を送りながら治療を継続できるよう、
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保健・医療･福祉が一体となって、精神障がい者の社会復帰の促進・自立と社会参加の促進の

ための施策を推進するとともに、社会的ひきこもりや高次脳機能障がい等、精神保健の新た

な課題への対応が求められます。 

 

(2)対策 

・母親学級、育児学級等の母子保健事業の充実、市町、医療機関、保健所、学校等関係機関の

連携強化により、障がいのある子どもの早期発見や障がいの進行を防止するためのフォロー

アップ体制の充実を図ります。 

・障がい児の総合支援体制の確立を図ります。（「第９章３母子保健福祉対策」参照） 

・発達障がい児（者）に対する生涯における一貫した支援体制の充実を図ります。（「第９章３

母子保健福祉対策」参照） 

・生涯を通じた健康づくりの推進や、医療提供体制の確保、保健・医療・福祉施策の連携等に

より、障がい発生の予防や軽減に努めます。 

・治療やリハビリテーションにより軽減が期待できる障がいについては、適切な医療の提供や

リハビリテーションの確保に努めるとともに、人工透析を必要とする慢性腎不全や精神疾患、

難治性疾患等、継続的な治療が必要な障がい者等に対しては、医療の提供や医学的相談体制

等、適切な保健・医療サービスの充実を図ります。 

・「愛媛県障がい福祉計画」では、地域での受入条件が整えば退院可能な精神障がい者に対し、

病院・施設・相談支援事業者等と連携を図りながら、社会的自立を支援し、地域生活への円

滑な移行を推進するための体制整備に努めることとしており、精神障がい者地域移行支援事

業の実施や地域移行支援・定着支援等に係るサービスの提供について調整や連携推進を行う

とともに、共同生活援助（グループホーム）等の必要な社会資源の確保にも取り組みます。

また、障がい者が福祉施設から一般就労へ移行・定着できるよう、就労移行支援事業等の充

実及び労働関係機関等の連携等による就労移行支援体制の強化を図ります。 

・高次脳機能障がいについては、高次脳機能障がい支援普及事業を実施し、患者及びその家族

の相談支援に努めます。 

 

 


